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地域の医療の充実を通した外国人受入れ推進のための体制構築支援事業 

展開事業実証地域 プラン提案の募集要項 

１．背 景 

  政府では、「明日の日本を支える観光ビジョン」（平成 28 年 3 月 30 日明日の

日本を支える観光ビジョン構想会議決定）に掲げられた 2030年の訪日外国人旅

行者数 6,000万人、訪日外国人旅行消費額 15 兆円等の実現に向けて様々な取組

を進めている。「観光ビジョン実現プログラム 2020」（令和 2 年 7 月観光立国推

進閣僚会議）においては、新たな観光資源の開拓として、地域の医療・観光資源

の活用に取り組むこととしている。 

日本の優れた医療と地域資源を活かした観光要素を組み合わせた滞在プラン

等を提供し、海外からの外国人受入れを推進することは、地方誘客や旅行消費額

の拡大を進めるとともに、諸外国の国民の健康寿命の延伸に貢献しつつ、日本の

医療技術・サービスの更なる充実に資する新たな観光コンテンツとなるものと期

待される。また、新型コロナウイルス感染症収束後の「ポストコロナ」を見据え、

感染症対策、３密の回避など、安全に配慮し、医療資源を活用した新しい観光プ

ランを準備することが直近の課題である。 

地域の医療・観光資源を活用した滞在プランの提供による地域における外国人

の受け入れの推進には、下記の 3つの要素が重要と考える。 

① 医療機関・観光事業者・地方公共団体が連携した地域の受入れ体制の整備： 

地域の医療機関や公共機関の設備等の多言語化、観光事業者と医療機関が

連携した事業計画や連携の仕組みの構築等 

② 医療・健康意識の高い訪日外国人の旅行消費額増加に繋がる魅力的な滞在

プランの造成・提供： 

医療サービス(健康診断、リハビリテーション、治療など）と観光を組み合

わせた滞在プランの造成と提供等 

③ 造成したプランの販売に向けた海外連携・販路の確保等： 

ターゲットとする外国の行政機関、医療機関、関係団体、関係企業との連

携による外国人旅行者の地方誘客やマーケティング等 

このような背景・認識のもと、上述の「①～③」のような要素を実現するため

にそれぞれの地域の目指す姿や成熟度に合わせた支援を行うことで、地域が主

体的に医療及び観光コンテンツを活用した外国人観光客の受入れを推進してい

くことが期待される。 

 

  



 

２．事業の概要 

厚生労働省では、「１．」に示した背景のもと、委託事業者を通して、それぞ

れの地域の目指す姿や成熟度に合わせた支援を行う。選定地域はこの支援を活用

し、事業終了後に自らの運営により外国人の受入れができるよう、必要となる医

療体制の充実などの基盤整備を通した体制づくりを推進する。 

 

参考：全体のスキーム 

 

          厚生労働省    

  ↓（一般競争入札）    ↓（選考） 

受託事業者  → （支援）→ 地域 

 

 

３．地域の募集 

 医療の充実を通した外国人受入れ推進のための取組を行う地域の募集を行う。

事業主体の性質は問わないが、地域の観光業界、医療機関、地方公共団体のそれ

ぞれの理解を得ていることを原則とする。取組を行う地域は、下記の 3つの類型

の中から、本年度の取り組みの中で特に注力したい類型を明確にした上で、具体

的取組の計画や費用等を別途応募様式に記載し、応募する。ただし、本年度の事

業のなかで取り組む内容は選択した類型にとどめない。 

① 医療機関・観光事業者・地方公共団体が連携した訪日外国人受入れ体制の整

備 

② 医療・健康意識の高い訪日外国人の旅行消費額増加に繋がる魅力的な滞在プ

ランの造成・提供 

③ 造成したプランの販売に向けた海外連携・販路の確保 

 

 

【本事業において地域が受けられる支援】 

 本事業に取り組むことが決定した地域には、厚生労働省・観光庁の認定にもと

づいた取組経費と受託事業者による支援が実施される。 

本事業では、１地域につき 800万円（税込）を上限とした取組経費を認める

（ただし、採択件数の多寡により、調整の可能性あり）。地域は、本経費支払

いを活用した主体的な取組計画の提案を行う。ただし、上限額を超える経費及び

取組経費の対象とならない費用を地域が自らの負担で支出することは妨げないも

のとする。実際に本事業の取組経費として対象となる用途等は、７の対象経費一

覧を参照すること。さらに、選定された地域は、自律的な外国人受入れの取組の



 

実施に当たり、「地域の医療の充実を通した外国人受入れ推進のための体制構築

支援事業」受託事業者（以下、「受託事業者」という。）から、取組計画の妥当

性の観点からの改善や、取組実施にあたっての支援（週次ミーティングによるコ

ンサルティング等）を受けることができる。 

地域が取組経費を使用開始できるのは、地域の採択後、応募時の地域の取組計画

及び取組経費を受託事業者が地域との協議を通じて精査し、厚生労働省がそれら

を承認した後となる。また、経費の精算については、取組計画及び取組経費を受

託事業者が精査し、厚生労働省が承認以降、請求可能となり事業完了後に支出を

する精算払いとなる。 

 

受託事業者は自律的・持続的な、地域の外国人受入れ推進のための体制を構築

するために必要な、外国人受入れ体制・滞在コンテンツ・海外連携・販路の確保

の各観点からの専門的助言（知見提供・コンサルティング）を、地域のニーズに

沿う形で支援を提供する。※ 

注：実際に支援する内容、注力内容については、受託事業者と地域とで協議の

上、決定する。 

 

※３類型に対する支援例 

①医療機関・観光事業者・地方公共団体が連携した地域の受入れ体制の整備 

地域の医療機関等の多言語化、観光事業者と医療機関が連携するためのスキー

ムやシステムの開発等、地域において外国人受入れに必要な体制整備を地域が行

うことを支援する。 

 

②医療・健康意識の高い訪日外国人の旅行消費額増加に繋がる魅力的な滞在プラ

ンの造成 

地域が、地域の持つ医療資源及び健康増進コンテンツや観光コンテンツを活用

し、医療・健康意識の高い訪日外国人に魅力的に映る滞在プランを造成するため

に顧客インタビューを踏まえた顧客知見の提供などを行う。 

 

③造成したプランの販売に向けた海外連携の確保 

地域がターゲットとする外国の行政機関、医療機関、関係団体、関係企業等と

の連携計画の作成及び実行を支援する。 

 

また、地域は、ターゲット国の旅行者や関係者を採用したモニターツアーやフ

ァムツアー等を実施し、医療機関の受入れ体制の整備状況や、滞在プランの内容

及び事業性の評価・検証等を計画できるが、実施の有無は受託事業者と取組計画



 

や実施妥当性を基に協議の上、決定する。なお、地域が受けることのできる支援

に関しては別添「地域の医療の充実を通した外国人受入れ推進のための体制構築

支援事業仕様書」も参照のこと。 

 

 地域選定に当たっての基本となる考え方は以下の通りである。 

○外国人の受入に関して意欲があり、本事業期間及び事業終了後にも、本事業期

間中の地域側事務局が中心となり、積極的な取組の継続が期待できると認められ

る提案であること。 

○地域が取組を実施するに当たっては、広く地域の関係者の賛同を得ることが重

要であることから、単に受入れを行う観光事業者と医療機関のみではなく、都道

府県または市町村並びに医師会を含む医療関係団体が参加する協議会が形成され

ていること、若しくはこれらから明確な支援を得ていることを応募の原則とす

る。 

○令和元年度及び令和２年度の先行事業で実証地域となった地域の応募を妨げる

ものではないが、当該地域が令和３年度においても応募する場合は、前年度まで

に構築された連携体制などを基盤とした上で、より発展的且つ具体的な提案であ

ること、また地域による自律的な運営が行われるような提案であること。 

○本事業を通して、地域の医療サービスの向上や住民の健康への還元を図ること

ができる仕組みの構築を目指すこと。 

 

 

４．評価項目 

注１：【必須項目】と記載のないものは加点項目。評価に値する記載があるものに

ついて加点をする。 

注２：各項目について現時点で実績等がない場合も意欲に基づく具体的な計画を

持っている場合には評価する。 

 

1 共通項目  

1.1 本事業のとりまとめや経理処理等を行う事務局が設定されている、又は

その具体的な計画があること。【必須項目】 

1.2 本事業終了後の地域での主体的な推進体制の構築・維持について具体的

な計画があること。【必須項目】 

1.3 取組計画に具体性があり、且つ、使用する経費も計画及び「経理処理マニ

ュアル」に沿ったものであること。 

1.4 取組のスケジュールに妥当性があること。 

1.5 事業の実施に当たって、事業内容が、都道府県及び市町村並びに市区町



 

村区域以上の医師会など関係団体と共有･協議されていること。【必須項

目】 

1.6 本事業を通して、地域の医療サービスの向上や住民の健康への還元を図

ることができる計画であること。 

1.7 地域経済への波及効果が想定されていること。例えば、一定以上の地元

の調達率が想定されていること。 

1.8 医療資源の活用による地域への正負双方の影響の分析が出来ているこ

と。また、負の影響の対応策について調整ができている、又はその計画が

具体的に示されていること。 

1.9 人材育成が含まれた取組計画であること。 

1.10 過去の事業参加地域については、取組計画に一定の新規性があること。 

1.11 公益性に配慮し実証事業の成果や利益を地域住民や保健･医療に還元し

ていく考え方が示されていること。 

 

2 医療機関・観光事業者・地方公共団体が連携した地域の受入れ体制の整備 

2.1 訪日外国人受入れの中心となる医療機関が明確な根拠と共に示されてい

ること。 

2.2 医療機関の体制整備の場合、多言語化等、医療機関として外国人を受け

入れるための具体的な計画が示されていること。また、医療機関内での

外国人受入れに関する担当が設定されている、又は設定する計画が具体

的に示されていること。 

2.3 観光事業者と医療機関の連携など、地域において外国人受入れに必要な

体制整備の具体的な計画が示されていること。 

 

3 医療・健康意識の高い訪日外国人の旅行消費額増加に繋がる魅力的な滞在プラ

ンの造成 

3.1 医療や健康増進と親和性の高い観光資源を活用する計画があること。 

3.2 医療関係者との連携により、既存の観光資源の新たな活用方法が計画さ

れていること。 

 

4 造成したプランの販売に向けた海外連携・販路の確保 

4.1 地域がターゲットとする外国の行政機関、医療機関、関係団体、関係企業

等との具体的な連携計画があること。また、連携をすることにより狙う

効果が明確であること。 

4.2 医療部門、観光部門のそれぞれについて、将来的な事業計画の収支計画

に妥当性があること。ただし、公益法人については収支相償となってい



 

ること。 

 

5 対象国の明確化 

5.1 対象国は、中国、ベトナム及びインドネシアを基本とするが、その他の国

を対象国とする場合、その根拠を示すこと。（新型コロナウイルス感染症の

国際的な流行中は訪日外国人の減少が見込まれることから、その影響に対

応し、かつ、収束後も見越した計画とすること） 

 

6 その他 

6.1 参加意向のある都道府県又は市区町村の首長による推薦があること 

6.2 事業の遂行における新型コロナウイルス感染症の拡大防止策について検

討がなされていること 

 

５．スケジュール 

以下の通り募集を行う。応募方法の詳細は「６.（２）」を参照すること。 

○提案書類の提出締切り：令和３年１０月６日（水）正午必着 

○地域の決定：令和３年１０月下旬頃を予定 

 

６．応募方法等 

（１）取組に関する計画書の提出 

以下の書類を提出期間内に提出すること。また、記入漏れ等無いようにするこ

と。 

 

① 「地域の医療の充実を通した外国人受入れ推進のための体制構築支援事

業」の地域の取組提案書を、添付の様式に倣い、「４．評価項目」に沿っ

て作成すること。 

②その他必要な資料（任意提出） 

 

（２）応募方法 

 ①提出方法  

電子データをメールにて提出。メールの件名は、「地域の医療の充実を通し

た外国人受入れ推進のための体制構築支援事業の地域提案書」とすること。 

 

② 提出期限 

 令和３年１０月６日（水）正午（必着）までに、電子データをメールにて提

出すること。 



 

 

③ 提出先 

提出先メールアドレス Healthcare_Inbound@mckinsey.com 

 

（３）選定結果の伝達 

  受託事業者が設置する選定委員会の審査に基づき事業実施地域を決定の上、

受託事業者から提案団体に結果を通知する。また、厚生労働省ウェブサイトに

て選定結果を公表する予定。 

 

（４）問い合わせ先 

 マッキンゼー・アンド・カンパニー・インコーポレイテッド・ジャパン 

 （本事業受託事業者） 

  Tel：03-6230-8858（直通）（担当：岡本） 

  Tel：03-5562-2100（代表） 

  Fax：03-5562-2200 

 

厚生労働省医政局総務課医療国際展開推進室 

Tel：03-5253-1111（内線 4115、4116、4153、4108） 

Fax：03-3501-2048 

 

７． 対象経費 

 

本事業における取組は、補助金や交付金の類ではなく、厚生労働省における調査事業

の一環として実施し、取組によって得られた知見等について他地域へ広く横展開を行う

ものです。国によるこの調査に要する経費を、国費により負担します。 

国費により負担する対象経費についての詳細は、次を参照してください。 

 

（１）取組において対象とする経費 

対象経費の項目 概要 

Ⅰ

．

取

組

の

費

ⅰ．人件費 

取組に関する業務（企画・開発、実施、アンケート調査等）、取組

に付随する業務（取組計画書・取組実施報告書の作成等）のために臨

時で雇用する者（アルバイト等）の人件費。 

人件費の算出に当たっては、貴団体等の給与規定等に則り、本事

業に従事する時間数により算出してください。 

なお、従事日誌等により従事日又は従事時間を区分し、取組に従

mailto:Healthcare_Inbound@mckinsey.com


 

用 事する部分の人件費を計上してください（各種手当て・社会保険料

等も適切に按分し計上すること。）。 

おって、裁量労働制を適用している場合には、エフォート率※によ

る按分計上が可能です。 

※：取組に従事する者の年間の全仕事時間を 100％とした場合、そのうち、

当該事業の実施に必要となる時間の配分率（％）。 

ⅱ．旅費 取組を行うために必要な出張等に係る経費。 

ⅲ．謝金 

取組を行うために必要な謝金（例：会議等に出席した外部専門家

等に対する謝金）。 

貴団体の謝金規定等に基づき計上してください。 

ⅳ．広告宣伝費 

取組を行うために必要な広告代（メディア広告掲載）、デザイン

（チラシ・ポスター・ホームページデザイン）、ホームページ改修等

にかかる経費。ただし、医療法の医療広告規制を遵守すること。 

ⅴ．借料及び損料 
取組を行うために必要な機械器具、会場、物品等のリース・レンタ

ルに要する経費。 

ⅵ．消耗品費 

取組を行うために必要な消耗品（例：紙、封筒、ファイル、文具用

品類）の購入に要する経費。 

ただし、本事業等のみで使用されることが確認できるものに限る。 

ⅶ．その他諸経費 

取組を行うために必要な経費のうち、当該事業等のために使用さ

れることが特定・確認できるものであって、ⅰ．～ⅵ．のいずれの区

分にも属さないもの。 

 

例：通信運搬費（例：郵便料、運送代、通信・電話料） 

備品費（医療機関等の体制整備に資するもの） 

損害保険料 

振込等手数料 

翻訳通訳、速記費用 

印刷製本費 

Ⅱ．委託費 

取組を行うために必要な経費の中で、貴団体（地域）が直接実施す

ることができないもの、又は適当でない 

 ものについて、他の事業者に外注するために必要な経費。 

 

（２）取組の対象となる経費の規模（国費による部分） 

取組の実施において、国費により支弁する経費の規模については、１

地域当たり 800 万円（税込）を上限とします。 



 

（３） 取組の委託に関する事項 

地域に選定され、取組の一部を地域以外の者に委託する場合には、事

前に厚生労働省及び受託事業者に可否を確認する必要があります。 

また、取組の主たる部分（企画、実施、取りまとめ等）の委任はでき

ません。 

 

（４） 取組の対象経費の精査に関する事項 

対象経費については、事業期間中及び事業完了後に厚生労働省及び受

託事業者が精査し、事業完了後に地域（複数の事業者が連携して取組を

行う場合は、代表となる主体。）へ支出する精算払いとなります。 

次の補足事項に該当する経費等が含まれていると判断した場合には、

対象経費から除外します。 

 

【補足事項】 

次のような経費は対象としません。 

① 国、都道府県、市町村等により別途、同一活動の経費に対して補助金、委託

費等が支給されている活動に関する経費 

② 恒久的な施設の設置、大規模な改修に係る費用、用地取得等、本事業の範囲

に含まれ得ない経費 

③ 本事業が調査事業であることを考慮せず、営利のみを目的とした活動に係る

経費 

④ コミュニティファンド等への初期投資（シードマネー）、出資金 

⑤ 地域における経常的な経費（地域の人件費（ただし、本事業のために臨時で

雇用する者（アルバイト等）の賃金は除く。）及び旅費、事務所等に係る家賃、

保証金、敷金、仲介手数料、光熱水費及び通信料等） 

⑥ 地域において備えるべき机、椅子、書棚等の什器類、パソコン、プリンター

等の事務機器 

⑦ 親睦会に係る経費 

⑧ その他取組と無関係と思われる経費 

 

（５）取組の経費計上期間（実施期間） 

① 取組の経費計上期間（実施期間） 

原則として、厚生労働省及び専門家により構成される有識者委員会によ

って事業採択が決定した後、受託事業者との契約又はそれに準ずる手続を

交わした時点から令和４年 2 月 28 日までを対象とします。取組の終了後、

取組実施報告書を作成していただくことと、令和３年度末に開催を予定し



 

ている成果報告会等において、取組の成果を報告していただく場合がある

ことに鑑み、取組の計画は、令和４年２月２８日の直前まで実施するもの

とならないよう、留意してください。 

ただし、個別の事情に鑑み、この期間外の取組についても対象とする必

要があると厚生労働省及び受託事業者が認めた場合は、この限りではあり

ませんが、申請において計画を策定する段階で、当該期間外も取組を行う

ことは前提としないよう、留意してください。 

 

② 取組に付随する業務の経費計上期間（実施期間） 

取組の開始前に作成していただく取組計画書の作成に要する人件費等の

経費も、受託事業者との契約又はそれに準ずる手続を交わした時点のもの

からを対象とします。 

また、取組の終了後の取組実施報告書の作成及び令和３年度末に開催を

予定している成果報告会への参加に係る経費も計上対象とするところ、そ

の扱いについての詳細は、厚生労働省又は受託事業者から、選定後に地域

へ別途連絡します。 

 

以上 

 


